
－ 1 －

款 3 項 1 目 1

3
1
1 頁

単位

単位

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【業務評価】

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し

  その他

  国庫支出金
  県支出金 89

  地方債

15

財源内訳

94

　業務量（人工数） 0.34人

130 61

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 2,197 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

事業費

事業費

14

事業費
13

事業費

11

12

事業費

事業費

10

事業費
9

事業費

7

8

事業費

事業費

6

事業費
5

3

4

母親大会補助金
事業費 62

Ｅ

事業費

Ｅ

一般管理事務

原水禁補助金
事業費

1

2

２年度実績

◎
事業費 68 61 94

Ａ

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）
３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績

事務事業
の概要

福祉六法に基づく事務に属さない福祉事務の総括事業を行っている。

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標
目標
５年度

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 610 作成者氏名 奥田　稔 連絡先 0833-74-3000

事務事業名 社会福祉総務事務費 担当課 福祉総務課

予算費目 一般 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

122

対象

福祉六法に基づく事務に属さない福
祉業務の対象者及び非核・平和団体

意図 福祉六法に属さない福祉を必要とする市民の社会福祉の向上及び恒久平和
を願う高い意識を市民に喚起する活動ができる。（対象をどのように

したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち
第２次総合計画

重点目標 心ゆたかに暮らすために
政　　策 多世代共生社会の実現

2,258人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 2,169
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◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性

事務事業執行責任者
（課長名）

山根　猛寿
最終評価責任者
（部長名）

松村　雄之

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

福祉六法に属さない業務を総括的に実施することで、他の福祉業務を含めた福祉全般の業務が円滑
に実施できていると考える。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

福祉六法に属さない福祉事務について、行政が実施すべきか適切に判断し、業務を行っている。

福祉六法に属さない福祉事務を総括的に処理し、福祉全般の業務を円滑に実施するため。

◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

福祉六法に属さない業務を総括的に実施し、他の福祉業務を含めた福祉全般の業務が円滑に実施で
きていると考える。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由
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－ 4 －

款 3 項 1 目 1

3
1
1 頁

単位

単位

人

千円

回

千円

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【業務評価】

  その他

  国庫支出金
  県支出金 8,100

  地方債

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し

15

財源内訳

19,066

　業務量（人工数） 0.35人

16,805 15,559

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 2,515 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

9,974

Ｂ：実施手法の要改善

事業費

事業費

14

事業費
13

事業費

11

12

事業費

事業費

10

事業費
9

事業費

7

8

事業費

事業費

6

事業費
5

3
民生委員児童委員改選人数 37

4

民生児童委員活動支援事務 ○
事業費 408 88 294

2 1
Ａ

事業費

1
Ａ

民生児童委員活動運営費交付金業務

地区民生児童委員協議会補助金業務 ○
事業費 668 668 668

1
民生委員児童委員人数 122

2
研修会等開催数 1

122

1

２年度実績

◎
事業費 15,729 14,803 18,104

122
Ａ

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）
３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績

90% 20,000民生児童委員活動日数（延）

事務事業
の概要

地域福祉推進の最前線で活動する民生委員・児童委員を支援することにより、高齢者や児童の見守り等により市民が安心して地域
で暮らせるようにする。

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

日 19,490

目標
５年度

17,992 20,000

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 610 作成者氏名 奥田　稔 連絡先 0833-74-3000

事務事業名 民生児童委員活動支援事業 担当課 福祉総務課

予算費目 一般 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

122

対象

民生委員・児童委員、民生委員児童
委員協議会

意図 市民が、安心して地域で暮らせるようにする。

（対象をどのように
したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち
第２次総合計画

重点目標 心ゆたかに暮らすために
政　　策 多世代共生社会の実現

18,074人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源
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◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

民生委員・児童委員の活動や研修を支援することで、民生委員・児童委員の資質の向上や円滑な活
動につながるとともに、地域における見守り等の活動により、市民が安全・安心に暮らせるなど、
地域福祉の向上に資するものと考える。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

本事業は民生委員・児童委員の活動に対する費用や資質向上に資する研修等の費用に対する支援で
あり、市民が地域で安全・安心に暮らせるなど、地域福祉の向上につながるため、市が実施するこ
とは妥当と考える。

事務事業執行責任者
（課長名）

山根　猛寿
最終評価責任者
（部長名）

松村　雄之

民生委員・児童委員は､常に住民に寄り添い､安全で暮らしやすい地域社会をつくるために活動しており、その活動の支援を行政
が行うことは、市民生活の安全・安心な暮らしの実現につながると考えるため。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由

◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

地域における福祉ニーズが複雑・多様化する中、民生委員・児童委員による見守り等の活動は、市
民が安心して地域で暮らせる地域社会づくりに貢献していると考える。一方で、関係機関とのパイ
プ役である民生委員・児童委員の負担を考慮し、継続した活動の支援が必要と考える。
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－ 7 －

款 3 項 1 目 2

3
1
4 頁

単位

単位

日

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【業務評価】

4,890人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 4,816

予算費目 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

130

対象

海浜荘 意図 障害者(児)に対し、必要な障害福祉サービスを提供できる場所として適切
に管理運営し、安心安全に利用できる施設にする。（対象をどのように

したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち
第２次総合計画

重点目標 心ゆたかに暮らすために
政　　策 障害者の自立支援の推進

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 610 作成者氏名 岡村　光泰 連絡先 0833-74-3001

事務事業名 海浜荘管理運営事業 担当課 福祉総務課

9,000 81% －利用者数（延）

事務事業
の概要

障害者(児)の拠点となり障害者福祉活動の充実を図る施設「障害者（児）地域支援施設（海浜荘）」を適切に管理運営し、利用者
が、安心安全に利用できる施設にする。

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

人 8,198

目標
５年度

7,332

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）
３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績 ２年度実績

事業費 1,970 2,087 2,219
Ｄ1

開館日数 237

2

243
施設維持管理業務

事業費

事業費

事業費

3

4

事業費
5

6
事業費

事業費

事業費

7

8

事業費
9

10
事業費

事業費

事業費

11

12

事業費
13

14
事業費

事業費
2,219

　業務量（人工数） 0.39人

1,970 2,087

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 2,803 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

  国庫支出金
  県支出金
  地方債

15

財源内訳
  その他 74

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し
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◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

本施設は、建築後50年が経過し老朽化が進んでいるものの、適切な修繕対応等により施設の維持管
理をしてきた。本施設を利用して実施していた地域活動支援センター事業（心身障害者福祉作業
所）を令和２年度末をもって廃止し、本施設についても老朽化が進んでおり、今後の利活用の予定
がないため廃止した。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

施設の維持管理に必要な業務で構成しており有効。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

本施設において、市が社会福祉法人に委託して地域活動支援センター事業を、ＮＰＯ法人が貸館利
用により障害福祉サービス事業を実施していたため、市の責任において施設管理を行うことは妥当
と考える。

事務事業執行責任者
（課長名）

山根　猛寿
最終評価責任者
（部長名）

松村　雄之

◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性
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－ 10 －

款 3 項 1 目 2

3
1
4 頁

単位

単位

人

千円

冊

千円

人

千円

千円

人

千円

人

千円

千円

人

千円

千円

千円

千円

人

千円

人

千円

人

千円

千円

【業務評価】

245,457人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 115,007

予算費目 一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

130

対象

障害者（児）及び家族 意図 障害者等の生活支援及び障害者団体等への支援を行うことにより、障害者
者等の自立と社会参加を図るとともに、地域社会において共に暮らす社会
を目指す。

（対象をどのように
したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち
第２次総合計画

重点目標 心ゆたかに暮らすために
政　　策 障害者の自立支援の推進

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 610 作成者氏名 岡村　光泰 連絡先 0833-74-3001

事務事業名 障害者等支援事業 担当課 福祉総務課

1,584 96.0% 1,584各種制度利用者数

事務事業
の概要

障害者総合支援法に基づく２大事業「自立支援給付事業」「地域生活支援事業」を補完する事業として、障害のある人の自立と社
会参加を支援し、地域社会における共生社会の実現を目指します。

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

人 1,539

目標
５年度

1,521

回 15,181 13,614 18,500 73.6% 18,500

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）

福祉タクシー利用券利用回数

３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績 ２年度実績

◎
事業費 202,498 199,337 208,525

1,240
Ａ1

利用人数 1,246

2
福祉タクシー利用券交付冊数 747

1,231

656 1,000
Ａ

重度障害者（児）医療費助成業務

障害児（者）移動支援業務
事業費 9,382 9,006 10,500

事業費 154 63 450

2 4
Ａ

Ａ
事業費 612 152 854

3 ●
利用人数 2

4

障害児（者）社会参加支援事業

障害者福祉推進協議会補助金

事業費 119 119 119
5

利用人数 1

6
支給実人員 258

1 1
Ａ

254 227
Ａ

知的障害者地域生活援助事業補助金

障害児(者)生活支援業務 ○
事業費 21,922 21,644 22,910

事業費 1,000 1,000 1,000
Ａ

2
―

事業費 400

7

8
利用人数

障害児（者）家族サポート事業補助金

介護用車両改造費助成事業補助金

事業費 307 550
9

10

―

―

心身障害者（児）福祉対策事業補助金

心身障害者各種福祉大会補助金
事業費 231 504

事業費 4,511

8 8
Ｄ

事業費 612 574 612

11

12
利用人数 8

大和あけぼの園補助金

障害者扶養共済制度掛金助成

事業費 1,159 1,118 1,330
13

利用人数 24

14
出場人数 2

25 26
Ａ

3
―

就労支援業務

全国障害者スポーツ大会出場者激励
事業費 20 30

事業費
247,784

　業務量（人工数） 1.80人

242,527 233,013

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 12,444 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

  国庫支出金 10,458

  県支出金 64,439

  地方債

15
出場人数

財源内訳
  その他 55,553

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し

46



◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

医療費助成は、対象者はほぼ横ばいで推移し、事業費は減少傾向にあります。適正な受診により、
健康状態の安定や維持につながっています。また、各種手当の受給者は重度の障害者を対象として
いるため、ほぼ横ばいで推移し、受給者の安定した生活につながっています。
令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響で外出や活動の機会が制限されたたため、障害者
団体活動に関わる補助金の交付が軒並み減少していますが、タクシー券の交付、障害者団体活動の
支援により、生活の安定や社会参加の促進が図られていると考えられます。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

本事業は、障害者総合支援法に規定される自立支援給付、地域生活支援事業以外の障害者の社会参
加と自立を直接的に支援する業務、団体活動の支援や障害者の一般就労に向けた「職場実習」を支
援する業務等障害がある人を支援する施策で構成されており有効と考えます。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

各種団体への事業補助や給付事業により、自立と社会参加の促進等に取り組んでおり、市と各種団
体、そしてサービス提供事業所等と役割分担がなされ、妥当と考えます。

障害のある人の医療費負担の軽減による、健康状態の安定や生活面の支援において重要であり、最重点化業務とします。障害児（者）生活支援
業務は、各種手当金の支給事務であり、障害のある人の生活を金銭的に支えるための事業として重点業務とします。

事務事業執行責任者
（課長名）

山根　猛寿
最終評価責任者
（部長名）

松村　雄之

◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性
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－ 5 －

款 3 項 1 目 3

3
1
3 頁

単位

単位

人

千円

施設

千円

人

千円

箇所

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【業務評価】

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し

  その他

  国庫支出金
  県支出金
  地方債

15

財源内訳

2,596

　業務量（人工数） 0.32人

2,161 1,780

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 2,300 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

事業費

事業費

14

事業費
13

事業費

11

12

事業費

事業費

10

事業費
9

事業費

7

8

事業費

事業費

6

事業費
5

3
多少者数

4
ゲートボール場数 3

在日外国人等高齢者福祉給付金支給業務

ゲートボール場管理業務

事業費 120

1
Ａ

2 2
Ａ

事業費 40 40 40

Ｅ

高齢者福祉事業事務

在宅介護支援センター管理業務
事業費 351 337 150

1
臨時職員数 1

2
施設数 2

1

2

２年度実績

◎
事業費 1,770 1,403 2,286

2
Ａ

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）
３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績

事務事業
の概要

高齢者福祉事業全般に係る事務、在宅介護支援センター及びゲートボール場の維持管理、在日外国人等高齢者に対する給付金支給
を行う。

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標
目標
５年度

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 625- 作成者氏名 森永　理恵 連絡先 0833-74-3003

事務事業名 老人福祉事務費 担当課 高齢者支援課

予算費目 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

124

対象

在宅介護支援センター、65歳以上の
高齢者、職員

意図 施設を適切に維持管理する。
高齢者福祉事業に係る事務の効率化を図り、高齢者福祉の推進を図る。（対象をどのように

したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

安全・安心に包まれて人が心豊かに暮らすまち
第２次総合計画

重点目標 心ゆたかに暮らすために
政　　策 生き生き高齢社会の実現

4,080人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 4,080
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◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性

事務事業執行責任者
（課長名）

堺　加代子
最終評価責任者
（部長名）

松村　雄之

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

高齢者福祉の増進に資する業務として有効である。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

高齢者福祉事業全体に関わる事業であり、円滑な事業運営のためにも、市が実施すべきである。

事業対象が高齢者福祉全体に関わることから、「高齢者福祉事業事務」を最重点化業務とした。

◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

事業の対象範囲が高齢者福祉全般に係るもの、あるいは極めて限定的なもので構成されることか
ら、事務事業の成果指標や目標の設定になじまないが、常に事務の効率化を図りながら事業を実施
することで、高齢者福祉事業全体の円滑な運営につながっている。
一方で、地域包括支援センターのブランチ機能を持つ相談窓口として設置してきた「在宅介護支援
センター」を廃止し、業務の改善を図った。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由
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－ 2 －

款 3 項 1 目 3

3
1
6 頁

単位

単位

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【業務評価】

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し

  その他 2,320

  国庫支出金
  県支出金
  地方債

15

財源内訳

4,000

　業務量（人工数） 0.35人

2,965 2,838

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 2,515 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

事業費

事業費

14

事業費
13

事業費

11

12

事業費

事業費

10

事業費
9

事業費

7

8

事業費

事業費

6

事業費
5

3

4

事業費

事業費

はり及びきゅうの施術費助成事業

事業費

1
延べ利用者数 912

2

829

２年度実績

◎
事業費 2,965 2,838 4,000

1,000
Ａ

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）
３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績

1,000 82.9% 1,000はり及びきゅうの施術費助成事業延べ人数

事務事業
の概要

後期高齢者医療被保険者を対象に、はり及びきゅうの施術費の一部を助成することで健康の増進に寄与し、在宅生活を支援する。

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

人 912

目標
５年度

829

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 310 作成者氏名 小田　亜紀子 連絡先 0833-72-1428

事務事業名 居宅生活支援事業（はり・きゅう施術費助成事業） 担当課 市民課

予算費目 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

135

対象

後期高齢者医療被保険者 意図 被保険者の生活及び心身の安定を図るとともに、健康の増進に寄与する。

（対象をどのように
したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち
第２次総合計画

重点目標 心ゆたかに暮らすために
政　　策 社会保障の充実

5,353人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 3,033
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◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性

事務事業執行責任者
（課長名）

中田　博行
最終評価責任者
（部長名）

縄田　光洋

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

後期高齢者医療被保険者の経済的負担の軽減、また健康の保持・増進により医療費の削減のための
取組みのひとつとして有効な手段と考える。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

対象が後期高齢者医療被保険者であり、市が実施することが適当である。

令和２年度の決算額は、前年度に比べ減少しているが、助成対象者である後期高齢者医療被保険者は毎年増加しており、はり及
びきゅうに対する助成事業の利用者は増加すると見込まれるため。

◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

はり及びきゅうを利用する際の施術費用の助成を行うことで、後期高齢者医療被保険者の経済的負
担を軽減すると同時に、健康の保持・増進に繋がる。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由
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－ 8 －

款 3 項 1 目 3

3
1
3 頁

単位

単位

％

千円

団体

千円

人

千円

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【業務評価】

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し

  その他

  国庫支出金
  県支出金 984

  地方債

15

財源内訳

7,974

　業務量（人工数） 0.22人

9,913 9,400

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 1,581 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

事業費

事業費

14

事業費
13

事業費

11

12

事業費

事業費

10

事業費
9

事業費

7

8

事業費

事業費

6

事業費
5

3 ●
老人クラブ会員数 3,571

4 ●
延利用者数 1,300

老人クラブ連合会活動支援事業

牛島憩いの家デイサービスセンター管理業務

○
事業費 2,410 2,410 300

3,471 3,500
Ａ

1,257 1,370
Ａ ◎

事業費 3,421 3,426 3,501

67
Ａ

生きがいと健康づくり推進事業

老人クラブ活動支援事業 ○
事業費 3,682 3,564 3,773

1 ●
参加率 0

2 ●
単位クラブ数 65 65

1,300 1,257 1,400 89.8% 1,300

２年度実績

○
事業費 400 400

0
―

団体 65 65 68 95.6% 67

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）

単位クラブ数

牛島憩いの家デイサービスセンター延利用
者数

３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績

人

3,800 91.3% 3600老人クラブ会員数

事務事業
の概要

老人クラブの活動に対し支援を行う。
離島に居住する高齢者の通所介護サービス提供、健康づくり及び交流の場を確保するため、牛島憩いの家デイサービスセンターの
維持管理を行う。

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

人 3,571

目標
５年度

3,471

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 625 作成者氏名 森永　理恵 連絡先 0833-74-3003

事務事業名 生きがい対策事業 担当課 高齢者支援課

予算費目 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

127

対象

老人クラブ、概ね60歳以上の市民、
牛島憩いの家デイサービスセンター

意図 高齢者が生きがいを持って積極的に社会参加し、有意義な人生を送れるよ
う支援する。離島の高齢者への通所介護サービスの提供の場、交流及び健
康づくりの場として施設を適切に管理し、高齢者の心身の健康維持を図
る。

（対象をどのように
したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち
第２次総合計画

重点目標 心ゆたかに暮らすために
政　　策 生き生き高齢社会の実現

10,981人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 9,997
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◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性

事務事業執行責任者
（課長名）

堺　加代子
最終評価責任者
（部長名）

松村　雄之

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

高齢者が積極的に社会活動へ参加可能となる場所や機会の提供及び活動となっており、これらの事
業に対する支援は、高齢者の生きがい対策として有効である。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

高齢者の生きがい対策及び健康の維持増進を図ることは市が主体で取り組むべき役割であるが、牛島憩いの家デ
イサービスセンターの管理運営を委託により実施することは、離島の施設という特殊な状況からも妥当であると
考える。また、老人クラブの活動は、生きがい活動の促進だけでなく介護予防や高齢者支援の担い手育成にもつ
ながっていることから、市が支援をすることは妥当である。

離島に居住する高齢者に対し、介護サービスの提供、健康づくり及び交流の場を確保することは、生きがい対策だけでなく、地
域間格差を生じさせないためにも重要であることから、「牛島憩いの家デイサービスセンター管理業務」を最重点化業務とし、
老人クラブによる活動を支援することで、高齢者の社会活動参加や生きがい活動促進につながることから「老人クラブ活動支援
事業」「老人クラブ連合会活動支援事業」を重点化業務とした。

◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

牛島憩いの家デイサービスセンターについては、今後も一定の利用が見込まれるため、継続的に
サービス提供を実施していく。
老人クラブについては、会員数の減少傾向が続いているものの、老人クラブの活動が、高齢者の社
会活動参加へのきっかけとなり、生きがい活動の促進につながっていることから、今後も活動を支
援していく。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由
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－ 11 －

款 3 項 1 目 3

3
2
1 頁

単位

単位

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【業務評価】

5,625人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 5,625

予算費目 一般会計 民生費 社会福祉費 老人福祉費

137

対象

在宅のひとり暮らし高齢者や障害者
等災害時に自主避難が困難な者（災
害時要援護者）

意図 災害時要援護者名簿を作成し、災害時における適切な避難支援を受けられ
るようにする。（対象をどのように

したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち
第２次総合計画

重点目標 安全・安心に暮らすために
政　　策 地域における防災・減災対策の推進

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 625 作成者氏名 森永　理恵 連絡先 0833-74-3003

事務事業名 災害時要援護者把握事業 担当課 高齢者支援課

27.0 192.2% 66.2平常時情報提供同意率

事務事業
の概要

災害時要援護者の支援体制の充実に向け、民生委員児童委員協議会の協力のもと対象者を把握すると同時に、災害時要援護者名簿
を作成・管理し、自主防災組織等避難支援等関係者に対し情報提供を行う。

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

％ 41.7

目標
５年度

51.9

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）
３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績 ２年度実績

◎
事業費 1,442 1,514 1,554

60
Ａ1 ●

平常時情報提供同意率 42

2

52
災害時要援護者把握事業

事業費

事業費

事業費

3

4

事業費
5

6
事業費

事業費

事業費

7

8

事業費
9

10
事業費

事業費

事業費

11

12

事業費
13

14
事業費

事業費
1,554

　業務量（人工数） 1.12人

1,442 1,514

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 4,111 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

  国庫支出金
  県支出金
  地方債

15

財源内訳
  その他

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し
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◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

民生委員児童委員協議会の協力により対象者を把握していく中で、制度の周知も進み、平常時情報
提供同意率は伸びてきているが、地域における支援体制が十分とは言えないことから、自主防災組
織を中心とした地域の支援体制の構築に向け、関係各課と連携して取り組んでいく必要がある。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

災害時要援護者の避難支援体制を構築するためには、対象者の把握と名簿作成が前提となるため有
効である。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

災害対策基本法において、市に災害時要援護者名簿の作成が義務付けられているため妥当である。

災害時要援護者の支援体制を構築するためには、前提として対象者の把握が基本となるため。

事務事業執行責任者
（課長名）

堺　加代子
最終評価責任者
（部長名）

松村　雄之

◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性
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－ 1 －

款 3 項 1 目 9

1
2
4 頁

単位

単位

日

千円

日

千円

日

千円

回

千円

千円

回

千円

社

千円

千円

千円

千円

千円

回

千円

千円

千円

千円

【業務評価】

16,548人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 16,524

予算費目 一般会計 民生費 社会福祉費 人権推進費

98

対象

市民 意図 一人ひとりの人権が尊重された社会を築くための意識啓発の向上を図る。

（対象をどのように
したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

限りない市民力・地域力がゆたかに花開くまち
第２次総合計画

重点目標 市民力向上のために
政　　策 人権尊重社会の実現

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 340 作成者氏名 海老本　麻紀 連絡先 0833-72-1459

事務事業名 人権推進事業 担当課 人権推進課

600 75.0% 550人権を考えるつどい参加者数

事務事業
の概要

市民一人ひとりが人権を尊重する大切さを理解し、人権意識の向上に努めていくため、「光市人権施策推進審議会」を開催すると
ともに、平成２８年度に改定した「光市人権施策推進指針」に基づき総合的な人権施策を推進した。また、人権教育課と連携し
て、「光市人権を考えるつどい」等を通じて、人権施策の周知、啓発活動を行った。

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

人 400

目標
５年度

450

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）
３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績 ２年度実績

事業費 30 30 30

35
Ａ1 ●

開設日数 33

2 ●
開催数 4

35

0 1
Ａ

人権相談業務

人権施策推進審議会業務 ◎
事業費 51 0 82

○
事業費 1,272 568 622

1 1
Ａ

1 2
Ａ

事業費 99 0 149

3 ●
開催数 1

4
活動回数 6

人権啓発イベント、講演会業務

社会を明るくする運動業務

事業費 45 46 46
5

6
清掃回数 12

Ａ

12 12
Ｂ

山口県更生保護協会負担金

公園トイレ清掃委託業務
事業費 146 154 170

事業費 0 0 0

1 1
Ｂ

Ａ
事業費 154 154 152

7
企業数 1

8

共同作業場業務

周南人権擁護委員協議会負担金

事業費 40 40 40
9

10

Ａ

Ｂ

人権教育啓発推進センター負担金

人権団体活動費補助金
事業費 1,926 296 2,193

事業費 270 270 270
Ａ

1 3
Ａ

事業費 469 257 649

11

12
研修会等参加回数 12

保護司会補助金

会議・研修会参加業務

事業費
13

14
事業費

事業費
4,403

　業務量（人工数） 2.05人

4,502 1,815

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 14,733 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

  国庫支出金
  県支出金 24

  地方債

15

財源内訳
  その他

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し
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◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

「人権を考えるつどい」でのアンケートでは、講演の内容について尋ねたところ、約９０％の人が
「とても良かった」「良かった」と回答しており、「人権を考えるつどい」の講演等を通じ、人権
について考える機会となり、人権啓発に成果があったと考える。今後も、光市人権施策推進指針の
周知を重点に置きながら人権意識を高めるための人権啓発を推進したい。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

人権啓発を進めることは行政の責務であり、人権意識の向上を図るため、様々な人権課題に対する
諸施策を遂行していくことは適切である。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

一人でも多くの市民に人権尊重の必要性や「光市人権施策推進指針」について理解していただき、
人権を尊重し合う習慣が自然と身についている社会を構築するため、人権啓発を行政の責務として
市が実施することは妥当である。

本市における総合的な人権施策を効果的・効率的に推進する上で、「光市人権施策推進審議会」への諮問は最も重要である。ま
た、人権施策の普及・周知を図るにあたり、多くの人が参加する「人権を考えるつどい」等の人権啓発イベントの開催は有効で
ある。

事務事業執行責任者
（課長名）

福原　豊
最終評価責任者
（部長名）

縄田　光洋

◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性
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－ 4 －

款 3 項 1 目 10

1
2
4 頁

単位

単位

教室

千円

日

千円

日

千円

回

千円

千円

回

千円

社

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【業務評価】

11,777人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 11,777

予算費目 一般会計 民生費 社会福祉費 ふれあいセンター運営費

98

対象

ふれあいセンターを利用する市民 意図 住民の幅広い生涯学習や地域活動の拠点として、利用率の向上を目指す。

（対象をどのように
したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

限りない市民力・地域力がゆたかに花開くまち
第２次総合計画

重点目標 市民力向上のために
政　　策 人権尊重社会の実現

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 340 作成者氏名 海老本　麻紀 連絡先 0833-72-1459

事務事業名 ふれあいセンター管理運営事業 担当課 人権推進課

12,000 44.1% 11,500利用者

事務事業
の概要

当初の設置目的である隣保事業を行いながら、地域のコミュニティ施設として、生涯学習や地域活動の拠点となるよう施設の管理
運営を行っていく。

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

人 9,838

目標
５年度

5,728

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）
３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績 ２年度実績

◎
事業費 2,460 3,104 3,628

20
Ａ1

教室数 20

2
施設保守対象日数 365

20

365 365
Ａ

貸館等業務

施設維持管理業務
事業費 1,611 1,665 1,611

事業費

事業費

3
開催数

4
活動回数

事業費
5

6
清掃回数

事業費

事業費

事業費

7
企業数

8

事業費
9

10
事業費

事業費

事業費

11

12

事業費
13

14
事業費

事業費
5,239

　業務量（人工数） 3.20人

4,071 4,769

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 7,008 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

  国庫支出金
  県支出金
  地方債

15

財源内訳
  その他

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し
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◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

地域の生涯学習や地域活動の拠点として、多くの地域住民に利用されるとともに、地域住民が利用
しやすい施設として適切に管理運営されている。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

施設の利用は貸館が中心であることから、施設の維持管理は必要である。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

貸付償還金の収納業務や地域住民の相談業務を行っていることから、市が施設の管理運営を行うこ
とは妥当と考える。

生涯学習や地域活動など地域コミュニティの拠点として、幅広く、多くの住民に利用されることが重要であるため。

事務事業執行責任者
（課長名）

福原  豊
最終評価責任者
（部長名）

縄田　光洋

◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性
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－ 1 －

款 3 項 2 目 1

2
1
2 頁

単位

単位

人

千円

校

千円

人数

千円

部

千円

件

千円

事業所

千円

人

千円

施設

千円

回

千円

回

千円

回

千円

人

千円

千円

千円

千円

【業務評価】

17,401人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 7,260

予算費目 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

105

対象

子育て家庭、及び児童、地域 意図 「おっぱい都市宣言」の理念を踏まえ、「子ども・子育て支援事業計画」
に基づく支援・育成・応援を行うことで子育て支援の「わ」を拡げるとと
もに、心のふれあいを重視した子育て意識の醸成を図る。

（対象をどのように
したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

ゆたかな人間性と可能性を大切にし心温かい人が育つまち
第２次総合計画

重点目標 安心して子どもを生み育てるために
政　　策 子育て支援の充実

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 630 作成者氏名 佐伯　愛子 連絡先 0833-74-3009

事務事業名 子育て支援事業 担当課 子ども家庭課

32.0 102.8% 35.0

事務事業
の概要

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

31.2

目標
５年度

32.9子育て支援対策の充実に対する満足度

子どもの健やかな成長と子育て家庭を支える仕組みづくりを進めるとともに、「おっぱい都市宣言」の理念を具現化するため、
「子ども・子育て支援事業計画」に基づく総合的な子育て支援策の展開を図る。

％

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）
３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績 ２年度実績

○
事業費 772 780

―1 ●
来場者数 3,000

2 ●
実施校数 5 5 5

Ａ

おっぱいまつり交付金

未来のパパママ応援事業 ◎
事業費 591 136 568

事業費
1,886 2,000

Ａ

2,000 2,000
Ａ

事業費 6 1 85

3 ●
園開放時の参加者数 4,003

4 ●
作成部数 2,000

子育て支援の「わ」事業

官民協働による無料子育て情報誌発行事業

事業費 1 142 2
5 ●

アンケート回答数 222

6 ●
協賛事業所 23

345 320
Ａ

18 20
Ａ

パパマママイスター事業

おっぱい応援団事業
事業費 150 85 153

事業費 1,300 1,417 1,350

17 10
Ａ

3 4
Ａ

事業費 2,946 3,566 4,800

7 ●
交付人数 13

8 ●
交付施設数 3

保育士等就労促進給付金事業

子育てサポーター事業

事業費 187 376 148
9

審議会開催数 3

10 ●
派遣回数

1 2
Ａ

34 70
Ａ

子ども・子育て支援事業計画推進事業（子ども・
子育て審議会等）

産前・産後サポーター派遣事業
事業費 166 937

事業費 11 0

3 5
Ａ

1 1
Ａ

事業費 36 2 54

11
イベント等参加回数 10

12
給付人数 6

「きゅっと」ＰＲ事業

実費徴収に係る補足給付事業

事業費
13

14
事業費

事業費
8,877

　業務量（人工数） 1.60人

5,989 5,902

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 11,499 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

  国庫支出金 5,490

  県支出金 4,561

  地方債

15

財源内訳
  その他 90

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し
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◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

子育て支援対策の充実に対する満足度は上がっており、行政・事業所・地域が一体となった様々な
子育て支援事業が市民に好意的に受け入れられていることがうかがえる。しかしながら、過半数に
は大きく届かない状況であるので、更なる取り組みが必要である。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

本事業のひとつひとつが本市として特色あるものであり、事業を構成する業務としては適切である
と思われる。また「おっぱい育児」の理念でもある「みつめ だきしめ かたりあう」心温かい人が
育つ「わ」のまちを具体的にＰＲする「おっぱいまつり」を有効に活用しながら、また総合計画や
子ども・子育て支援事業計画との整合性を図りながら事業を構成している。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

少子高齢化時代において、高齢者福祉施策と同様に、子育て世代にやさしい、住みたい、住んでよ
かったまちづくりを行政が主導していこくとは重要なことと思われる。特に地域や事業所等を巻き
込んだ子育て支援のわを広げることにより、包括的な支援が期待される。今後は子育て支援団体や
子育てサークル等との連携を更に図りながら、民間団体等の活力も積極的に活用する必要がある。

「未来のパパママ応援事業」については、市内の全市立中学校を対象にしており、「おっぱい育児」を次の世代へつないでいく
事業であることから最重点化事業とした。「おっぱいまつり」については、本市の普遍の理念である「おっぱい都市宣言」及び
「おっぱい育児」の基本理念をさまざまな企画を通して具現化しており、本市の進める子育て支援の象徴となる事業であるため
重点化業務とした。

事務事業執行責任者
（課長名）

西村　功
最終評価責任者
（部長名）

松村　雄之

◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性
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款 3 項 2 目 1

2
1
2 頁

単位

単位

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【業務評価】

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 630 作成者氏名 川村　彰 連絡先 0833-74-5910

事務事業名 ひとり親家庭等福祉支援事業 担当課 子ども家庭課

400 136.7% 500

12,324人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 7,915

  国庫支出金 4,366

  県支出金 43

予算費目 一般会計 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

105

対象

ひとり親家庭の保護者とその児童 意図 ひとり親家庭の自立と生活の安定、児童福祉の向上

（対象をどのように
したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

ゆたかな人間性と可能性を大切にし心温かい人が育つまち
第２次総合計画

重点目標 安心して子どもを生み育てるために
政　　策 子育て支援の充実

ひとり親に関する相談件数

事務事業
の概要

ひとり親家庭の自立と生活の安定を図るため、給付金の支給、就労、生活全般についての相談・支援を行う。

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

件 525

目標
５年度

547

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）
３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績 ２年度実績

事業費 80 216

3
Ａ1

支給人数 2

2
支給人数 6 5 5

Ａ

自立支援教育訓練給付金事業

高等職業訓練促進給付金支給事業 ○
事業費 6,796 5,822 7,692

事業費 90 30 90

1 3
Ａ

13 0
Ｅ

事業費 704 468 0

3
支給人数 3

4
支給人数 19

新母子家庭見舞金支給事業

ひとり親家庭新入学児童学用品給付事業

事業費 3 3 3
5

支援員人数 1

6
会員数

1 1
Ａ母子・父子自立支援員連絡協議会負担金

母子寡婦福祉連合会補助金
事業費

◎
事業費

547 550
Ａ

Ａ
事業費 75 934 162

7
相談件数 525

8

母子・父子相談業務

国県補助金等返納金返納業務

事業費
9

10
事業費

事業費

事業費

11

12

事業費
13

14

　人件費（千円）　Ｂ 5,067 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

事業費

事業費
15

財源内訳

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

8,163

　業務量（人工数） 1.39人

7,748 7,257

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

  その他 Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し

  地方債
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◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

ひとり親家庭を取り巻く環境は厳しく、適切な相談支援や生活の安定を図るための就労支援が必要
となっていることから、母子父子自立支援員による就労相談、高等職業訓練促進給付金事業をはじ
めとする各種事業の紹介などを積極的に行い、ひとり親家庭の自立を促進していく。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

相談や生活安定のための支援事業は必要とされており適切である。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

相談や自立支援を市が行っていくことは妥当である。また県事業である、ひとり親家庭貸付事業を
市の母子父子自立支援員が行っているため、他の団体が役割を担うことは不可能である。

事務事業執行責任者
（課長名）

西村　功
最終評価責任者
（部長名）

松村　雄之

◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性

ひとり親家庭における子育て上の悩みは、仕事と育児の両立、経済的な不安や離婚後の子どもへの影響など様々で、ひとりで悩
みを抱えることなく、安心して子育て、生活していくことができるよう支援する必要がある。また高等職業訓練促進給付金を活
用し、養成学校を卒業した者の資格取得率は高く、就職にも結びついている。特に看護師資格を取得した者は、児童扶養手当の
所得制限を超える所得を得ることができ、児童扶養手当受給者の減少にもつながっており、経済的自立を図ることができる。
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款 3 項 2 目 2

Ⅱ
1
2 頁

単位

単位

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【業務評価】

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し

  その他

  国庫支出金
  県支出金
  地方債

15

財源内訳

43

　業務量（人工数） 0.13人

9 20

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 934 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

事業費

事業費

14

事業費
13

事業費

11

12

事業費

事業費

10

事業費
9

事業費

7

8

事業費

事業費

6

事業費
5

3

4

事業費

事業費

食育指導者向け研修会

事業費

1 ●
参加者数

2

２年度実績

◎
事業費 9 20 43

18
Ａ

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）
３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績

19 19研修参加者数

事務事業
の概要

就学前までの児童への食育を通じた子育て支援を推進するため、各保育・幼稚園での食育活動の支援を実施。食育の指導者への研
修及び食情報の発信も併せて行う（令和元年度及び2年度は新型コロナウイルス感染症の影響により研修会を中止）。

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

人

目標
５年度

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 630 作成者氏名 佐伯　愛子 連絡先 0833-74-3009

事務事業名 食育子育て支援事業 担当課 子ども家庭課

予算費目 一般 民生費 児童福祉費 児童保育費

105

対象

乳幼児とその保護者 意図 乳幼児期において必要な「食」の知識の普及や実体験を通じた食育の取り
組みが子どもの健やかな成長に寄与していくことを目指す。（対象をどのように

したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

ゆたかな人間性と可能性を大切にし心温かい人が育つまち
第２次総合計画

重点目標 安心して子どもを生み育てるために
政　　策 子育て支援の充実

954人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 954
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◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性

事務事業執行責任者
（課長名）

西村　功
最終評価責任者
（部長名）

松村　雄之

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

各施設の指導者への知識の普及を図ることで、効率よく市全体での食育推進の質の向上を図ること
としている。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

光市子ども・子育て支援事業計画や光市健康づくり推進計画等にも記載があるとおり、食育につい
ては市全体で取組む必要性が高いため、市が技術的支援を行い、各施設等において対象者への普及
を図る体制として役割分担を行う。

乳幼児期における継続した食育推進のために、指導者の質の向上により、事業全体の質をより高める必要があることから、最重
点とした。

◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

食育基本法及び、保育指針や幼児教育指導要領において食育の推進が明記されており、各園主導で
の推進体制を整えるため、本事業を推進しているところである。
指導者研修会や食情報の発信により、市全体で継続して食育を推進する体制とするとともに、質の
向上を図っている。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由
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－ 10 －

款 3 項 2 目 4

Ⅱ
1
1 頁

単位

単位

時間

千円

時間

千円

時間

千円

時間

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【業務評価】

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し

  その他 14,193

  国庫支出金 201

  県支出金 2,035

  地方債

15

財源内訳

33,431

　業務量（人工数） 71.18人

36,389 31,372

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 266,252 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

事業費

事業費

14

事業費
13

事業費

11

12

事業費

事業費

10

事業費
9

事業費

7

8

事業費

事業費

6

事業費
5

3
１日当たり開園時間 12

4
１日当たり開園時間 12

みたらい保育園運営業務

大和保育園運営業務

事業費 7,172 6,272 6,209

12 12
Ａ

12 12
Ａ

事業費 10,463 9,697 11,007

12
Ａ

浅江東保育園運営業務

浅江南保育園運営業務
事業費 7,687 6,378 6,673

1
１日当たり開園時間 12

2
１日当たり開園時間 12

12

12

２年度実績

事業費 11,067 9,025 9,542

12
Ａ

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）
３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績

公立保育所平均入所児童数

事務事業
の概要

保育を必要とする乳幼児の保育を実施するため、各公立保育所を運営する

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

人 232

目標
５年度

236

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 630 作成者氏名 豊田　龍治 連絡先 0833-74-3005

事務事業名 保育所運営事業 担当課 子ども家庭課

予算費目 一般会計 民生費 児童福祉費 保育所運営費

116

対象

公立保育所に通う入所児童及び保護
者

意図 保育を必要とする乳幼児の保育の実施、適切な保育環境・保育水準の維
持・確保（対象をどのように

したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

人を育み人が活躍するまち
第２次総合計画

重点目標 子どもを生み育てるために
政　　策 健やかな成長を支える子育て支援の充実

297,624人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 281,195
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◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性

事務事業執行責任者
（課長名）

西村　功
最終評価責任者
（部長名）

松村　雄之

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

保育所の需要が高止まりする中で、公立保育所の運営は有効である。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

国が示した幼児教育・保育の無償化の影響や少子化の状況、３歳未満児の入所率の高まり、地域的
な保育需要の偏在等を把握し、今後の園児数の動向を見極める必要がある。

保育所運営事業は、どの園においても同等の保育提供を行うことから、重点化する業務を選択できない。

◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

保育を必要とする家庭の子どもを安心して預けられる環境を構築し、質の高い保育を提供するため
に、適切な事業の提供ができている。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由
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